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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

第6４期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

連結注記表

個別注記表

（2022年９月１日から2023年８月31日まで）

マニー株式会社
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連結注記表

【連結注記表】

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴ 記載金額につきましては、百万円未満を切り捨てて表示しております。

⑵ 連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数 ９社
②連結子会社の名称 MANI HANOI CO.,LTD.

MANI YANGON LTD.
MANI VIENTIANE SOLE.CO.,LTD.
MANI MEDICAL HANOI CO.,LTD.
馬尼（北京）貿易有限公司
MMG MANI MEDICAL GERMANY GmbH
（旧GDF Gesellschaft für dentale Forschung und Innovationen 
GmbH）
MANI MEDICAL INDIA PRIVATE LIMITED
MANI MEDICAL DEVICE MALAYSIA SDN. BHD.
マニー・リソーシズ㈱

⑶　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

 ⑷ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちMANI HANOI CO.,LTD.、MANI VIENTIANE SOLE.CO.,LTD.、MANI 
MEDICAL HANOI CO.,LTD.の決算日は６月30日であり、馬尼（北京）貿易有限公司の決算日は12
月31日であり、MANI YANGON LTD.及びMANI MEDICAL INDIA PRIVATE LIMITEDの決算日
は３月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日である８月31日現在に本決算
に準じた仮決算を行い連結する方法を採用しております。

－ 1 －
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⑸ 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。
なお、取得価額と債券金額との差額が金利の調整と認められるものに
ついては、償却原価法を採用しております。）

市場価格のない株式等　　　　　　移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし
て、持分相当額を純額で取り込む方式によっております。

ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・仕掛品・原材料　　　総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。
②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ５～50年
機械装置及び運搬具 ４～13年

ロ. 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、当社及び国内連結子会社の自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

－ 2 －
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③重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④退職給付に係る会計処理の方法
イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異の費用処理方法
　各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ハ．未認識数理計算上の差異の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累
計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑤重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社は、皮膚縫合器・眼科ナイフ・手術用針付縫合糸・針付縫合糸の材料であるアイレ
ス縫合針・アイド縫合針・歯科用根管治療機器・歯科用回転切削機器・歯科用修復材等の製造及び販売を
主たる業務としております。
　国内の顧客に商品及び製品を販売する取引は、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間である場合は、出荷時点で収益を認識しております。
　国外の顧客に商品及び製品を販売する取引は、貿易条件に基づき重大なリスクが顧客に移転した時点と
して、主として船積時点で収益を認識しております。
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２. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指
針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することとしております。これによる、連結計算書類への影響はありません。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 18,501百万円

当座貸越限度額の総額 800百万円

借入実行残高 －

差引額 800百万円

⑶ 流動負債の「その他」に含まれる契約負債の残高
前受金 231百万円

当 連 結 会 計 年
度 期 首 株 式 数

当 連 結 会 計
年 度 増 加 株 式 数

当 連 結 会 計
年 度 減 少 株 式 数

当 連 結 会 計
年 度 末 株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 106,911,000株 70,502株 －株 106,981,502株

合 計 106,911,000株 70,502株 －株 106,981,502株

自 己 株 式

普 通 株 式 8,484,468株 42株 －株 8,484,510株

合 計 8,484,468株 42株 －株 8,484,510株

３. 連結貸借対照表に関する注記

⑵ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。
　また、資金調達の機動性及び安定性の確保を図るため、取引銀行３行とコミットメントライン契約を
締結しておりましたが、2023年５月29日をもって契約満了により当該契約を終了しております。
　これらの契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

－ 5 －
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決 議 株 式 の 種 類 配当金の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年10月11日
取 締 役 会 普通株式 1,771 18 2022年８月31日 2022年11月９日

2 0 2 3 年 ４ 月 ７ 日
取 締 役 会 普通株式 1,378 14 2023年２月28日 2023年５月８日

決 議 株式の種類 配当金の
総額(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2023年10月12日
取 締 役 会 普通株式 2,068 利益剰余金 21 2023年８月31日 2023年11月6日

⑵ 配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

5. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。外貨資金の調達に当た
っては、過度な為替変動リスクをとらないことを前提に先物為替予約を行うことがあります。一時的な
余資は安全性の高い金融資産で運用しております。
　先物為替予約以外のデリバティブ取引は、資金運用を目的としており、投機的取引は行わない方針で
あります。

②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、グローバルに事
業を展開していることから生じている外貨預金及び外貨建営業債権は、為替の変動リスクに晒されてい
ます。
　有価証券及び投資有価証券は、主に債券であり、市場価格の変動リスクに晒されています。
　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料
等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されています。
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③金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、売掛金管理規程に従い営業債権について、各営業グループが主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の売掛金管理規程に準じ
て、同様の管理を行っております。
　有価証券及び投資有価証券については、主に資産運用規程により運用基準を設定し、信用リスクの
軽減を図っております。
　デリバティブ取引の利用に当たっては、信用度の高い金融機関に限定しているため、相手先の契約
不履行によるリスクはほとんどないと判断しております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨預金及び外貨建債権債務について通貨別に定期的な管理を行っております。
　有価証券及び投資有価証券については、主に資産運用規程に基づき定期的に時価や発行体（取引先
企業）の財務状況を把握し、市場や取引先との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま
す。
　当社のデリバティブ取引は、最高財務責任者にて決定し、資金運用部門にて執行・管理をしてお
り、取引状況及び結果等については定期的に最高財務責任者に報告しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき経理グループが適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑤信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち13.4%が特定の大口顧客に対するものであります。
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（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

⑴ 有価証券及び投資有価証券(＊２) 308 308 －

資産計 308 308 －

区分 連結貸借対照表計上額(百万円）

投資事業有限責任組合出資金 23

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2023年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。

（＊１)「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」について
は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

（＊２)連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載
を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
１０年以内 １０年超

現金及び預金 25,427 － － －

受取手形 262 － － －

売掛金 2,073 － － －

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの － 300 － －

合　計 27,763 300 － －

(注)　金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券

　　社債 － 308 － 308

資産計 － 308 － 308

報告セグメント
合計サージカル

関連製品
アイレス針
関連製品

デンタル
関連製品

日本 2,270 981 913 4,165
アジア 1,612 3,851 5,595 11,059
欧州 1,865 1,668 1,803 5,337
北米 365 1,140 527 2,033
その他 670 933 288 1,892
顧客との契約から生じる収益 6,784 8,574 9,128 24,488
外部顧客への売上高 6,784 8,574 9,128 24,488

　　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2023年８月31日）

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　有価証券及び投資有価証券

当社が保有している債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められな
いため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

６. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2022年９月１日　至　2023年８月31日）
（単位：百万円）
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,153

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,336

前受金（期首残高） 174

前受金（期末残高） 231

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「⑸ 会計方針に関する事項　⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
なお、取引の対価は主として１年以内に受領しており、顧客への財やサービスの移転より前に受領する場
合について、履行義務が充足するまで契約負債（前受金）を認識しております。また、重大な金融要素は
含んでおりません。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

(注)１.契約負債は、主として、顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に伴
い取り崩されます。

(注)２.前受金は連結貸借対照表上、流動負債の「その他」に含まれております。
(注)３.当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、170百万

円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたっては、個別の予想契約期間が１年
を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略してお
ります。

－ 11 －
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連結注記表

１株当たり純資産額 505.88円
１株当たり当期純利益 60.46円

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 5,953百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 5,953百万円

普通株式の期中平均株式数 98,471千株

７. １株当たり情報に関する注記

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載してお
りません。

２. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

８. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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【個別注記表】

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 記載金額につきましては、百万円未満を切り捨てて表示しております。

⑵ 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外もの　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。なお、取
得価額と債券金額との差額が金利の調整と認められるものについては、
償却原価法を採用しております。）

市場価格のない株式等　　　　　移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項
により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎として、持分相当額
を純額で取り込む方式によっております。

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・仕掛品・原材料　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。

－ 13 －
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⑷ 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

　定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～31年
機械装置 ７年

②無形固定資産
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

⑸ 引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

－ 14 －
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⑹　収益及び費用の計上基準
　当社は、皮膚縫合器・眼科ナイフ・手術用針付縫合糸・針付縫合糸の材料であるアイレス縫合針・アイ
ド縫合針・歯科用根管治療機器・歯科用回転切削機器等の製造及び販売を主たる業務としております。
　国内の顧客に商品及び製品を販売する取引は、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間である場合は、出荷時点で収益を認識しております。
　国外の顧客に商品及び製品を販売する取引は、貿易条件に基づき重大なリスクが顧客に移転した時点と
して、主として船積時点で収益を認識しております。

⑺ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することとしております。これによる、計算書類への影響はありません。

－ 15 －
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 5,636百万円
⑵ 関係会社に対する短期金銭債権 1,209百万円
⑶ 関係会社に対する短期金銭債務 811百万円

当座貸越限度額の総額 800百万円

借入実行残高 －

差引額 800百万円

営業取引の取引高 14,738百万円
営業取引以外の取引高 551百万円

当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 株 式 数

自 己 株 式

普 通 株 式 8,484,468株 42株 －株 8,484,510株

合 計 8,484,468株 42株 －株 8,484,510株

３. 貸借対照表等に関する注記

(注)金額は、貸借対照表に区分表示した以外のものになります。

⑷ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。
　また、資金調達の機動性及び安定性の確保を図るため、取引銀行３行とコミットメントライン契約を締
結しておりましたが、2023年５月29日をもって契約満了により当該契約を終了しております。
　これらの契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

４. 損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

－ 16 －
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繰延税金資産
棚卸資産評価損 22百万円
未払事業税等 58百万円
賞与引当金 171百万円
賞与に対する法定福利費 43百万円
長期未払金 18百万円
退職給付引当金 158百万円
その他 48百万円
　繰延税金資産合計 519百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △7百万円
　繰延税金負債合計 △7百万円
　繰延税金資産純額 511百万円

６. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 17 －
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属性 会社等の名称
議決権等
の所有

(被所有)
割合(%）

関連当事者
との関係 取引内容

取引金額
(百万円)
(注)５

科目
期末残高
(百万円)
(注)５

子会社

MANI 
HANOI 
CO.,LTD.

(所有)
直接 100

当社の製品
の加工
資金の貸付
役員の兼任

外 注 加 工
費(注)１ 7,533 買掛金 791

資 金 の 貸
付(注)２ － 関係会社

短期貸付金 65

貸 付 金 の
回 収( 注)
２

786 関係会社
長期貸付金 763

利 息 の 受
取(注)２ 42 流動資産の

その他 5

消 耗 品 等
の 代 理 購
買(注)３

407 未収入金 82

馬尼（北京）
貿易有限公司

(所有)
直接 100

当社の製品
の販売
役員の兼任

製 品 の 販
売(注)４ 5,639 売掛金 916

７. 関連当事者との取引に関する注記
　　子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １. 取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

２. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、短期貸付金の返済期間は
１年、期間末全額返済とし、長期貸付金の返済期間は５年、半年賦返済及び８年、期間末全額返済と
しております。なお、担保は受け入れておりません。

３. 消耗品等の代理購買については、購入価格を勘案して価格を決定しております。
４. 製品の販売については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。
５. 取引金額及び期末残高には、消費税等を含めておりません。
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１株当たり純資産額 396.29円
１株当たり当期純利益 45.69円

１株当たり当期純利益

当期純利益 4,499百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る当期純利益 4,499百万円

普通株式の期中平均株式数 98,471千株

８. 収益認識に関する注記
連結注記表の（収益認識に関する注記）に記載しております。

９. １株当たり情報に関する注記

（注)１. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載してお
りません。

２. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 19 －
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